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ベネズエラの最新動向（2 月 1 日～2 月 28 日） 

 

I. 政治・経済 

 

1. 大統領の再選制限撤廃等を内容とする憲法改正が国民投票で可決される 

 

 2 月 15 日、大統領他全ての公職者の再選制限撤廃等を内容とする憲法改正の国民投票が実施さ

れ、賛成 54.36%、反対 45.63%でこれが可決された1。チャベス大統領は 07 年 12 月に次ぐ 2 度目の

国民投票で同可決に漕ぎ着けた2。 

 チャベス大統領は本年 2 月で初就任より 10 周年を迎える。現行憲法は大統領の再選を連続 2 期

までに制限しており、現在 2 期目のチャベス大統領の任期は本来 2013 年 1 月までであった。憲法

改正が認められ、大統領は 2012 年 12 月の次期大統領選出馬及びその後の半永久的な政権君臨

に意欲を示している。 

 国民投票終了により、これまで選挙対策に躍起であったチャベス大統領がベネズエラのマクロ経済

の諸問題と油価低迷による経済減速につき、対応を開始する可能性が高まったとの見方もある。一

方で、抜本的な政治・経済の改革実施見通しについては依然懐疑的な見方が多い。 

 なお、Fitch は国民投票の結果を受けたベネズエラの格付け変更の見通しはないと述べている。 

 

 

2. 08 年第 4 四半期のGDP成長率は 5 年振りの低水準に 

 

 2 月 26 日、ベネズエラ中銀は 08 年第 4 四半期のGDP成長率が 03 年以来の低水準、3.2%となった

旨発表した。08 年の通年の成長率は 07 年の成長率（8.4%）から 4.8%に減速、通年でも 03 年以来

の低水準となった3。 

 第 4 四半期の減速の主要因は輸出の縮小（－7.1%）と投資の減退（－3.2%）及び個人消費の縮小

（4.0%、前期は 5.5%）等。また、石油部門以外の GDP 成長率が 3.6%拡大（前期は 3.9%）した一方で、

石油部門はほぼ 0%の成長率（前期は 6.0%）となった。 

 08 年通年の減速の主要因は個人消費の縮小（－7.1%、前年は+18.7%）と投資の減退（－2.4%、前年

は+25.4%）と指摘される。 

 

 

3. 08 年第 4 四半期の経常収支が赤字に転落 

 

 中銀の発表によると 08 年第 4 四半期の経常収支は 01 年第 4 四半期以来初となる赤字に転落し

た。原油価格の低迷による原油輸出額の下落と輸入額の増加による貿易収支の悪化が要因4。 

                                               
1 同日夜の選挙管理当局（CNE）による発表。 
2 07 年 12 月の国民投票では反対票が 51%で賛成票（49%）を僅かに上回り、憲法改正は否決されていた。 
3 数値は全て年率。続く記述も同じ。 
4 08 年第 4 四半期、原油輸出額の 47.2%減少（年率）に伴い、輸出額全体は 46%減少、一方輸入総額は 7.5%増加した。 

1 



 08 年第 3 四半期及び 07 年第 4 四半期の経常収支は各々179 億ドル、51 億ドルの黒字であった。

08 年第 4 四半期の経常収支は 45 億ドルの赤字に大幅転落した。但し、08 年通年の経常収支は

392 億ドルの黒字となった。 

 

 

II. 外交 

 

1. ベネズエラ、中国との共同基金を 12 億ドルに倍増する計画 

 

 2 月 18 日、カラカスを訪問中の中国の習近平国家副主席とチャベス大統領が会談、ベネズエラと

中国の共同基金を 12 億ドルに倍増することで合意した他、石油部門を始めとする 12 の協力合意5

を締結した。 

 両国による共同基金は 07 年、ベネズエラ国内のインフラ・社会開発等を目的に 6 億ドルの規模で

設立された。今般の合意により、中国が総額 8 億ドルを拠出、ベネズエラが同 4 億ドルを拠出する

ことが決まった。 

 ベネズエラと中国の貿易額は昨年過去最高を記録、総額 100 億ドル以上となった6。中国は現在ベ

ネズエラから 36.4 万b/dの原油を輸入しており、本年末までにこれが 50 万b/dに拡大する見通し。 

 

以上 

                                               
5 両国の開発銀行間の融資返済に代えたPDVSAによる原油提供（8～20 万b/d）、中国国内の製油所建設の他、製造業、農

業等における技術協力、通信分野の連携等が内容。 
6 ベネズエラ当局の発表より。 
 

 

 

本レポートは発表時の最新情報に基づいて作成されておりますが、情報の正確性又は完全性を保証するものではあり

ません。また、レポートの内容は今後予告なしに変更されることがあります。予めご了承下さい。 
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